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第１章 組織及び管理 

 

第１節 機構及び定員 

 

１ 機構 

⑴ 概要 

国税庁は、内国税（国税のうち関税、

とん税及び特別とん税を除いたもの。）の

賦課徴収のために、財務省の外局として

設けられているものである。その組織と

しては、中央に国税庁本庁が置かれ、地

方支分部局として全国に11の国税局及び

沖縄国税事務所並びに524の税務署が設置

されている。 

国税庁本庁は、長官官房並びに課税部、

徴収部及び調査査察部の３部からなり、

税務行政を執行するための企画・立案を

行い、これを各国税局・沖縄国税事務所

に指示し、各国税局・沖縄国税事務所や

税務署の事務の指導監督に当たるととも

に税務行政の中央官庁として、各省庁そ

の他関係機関との総合調整を行っている。 

国税局は、原則として総務部、課税部、

徴収部及び調査査察部の４部からなり、

税務署の賦課徴収事務の指導監督に当た

るとともに、自らも大規模法人、大口滞

納者、大口脱税者等の賦課徴収事務を行

っている。 

なお、沖縄国税事務所の機構及び事務

は、国税局とほぼ同様である。 

税務署は、税務行政の執行の第一線と

して、それぞれの管轄区域において内国

税の賦課徴収事務を行っている。税務署

の機構は、その規模により異なるが、総

務課、管理運営部門、徴収部門、個人課

税部門、資産課税部門及び法人課税部門

の１課５部門制が一般的である。 

また、国税庁の施設等機関として税務

職員に研修等を行う税務大学校が設置さ

れているほか、特別の機関として納税者

の審査請求に対して裁決を行う国税不服

審判所が設置されている。 

さらに、審議会等として、国税庁に国

税審議会があり、国税審議会には、国税

不服審判所長が国税庁長官通達と異なる

法令解釈により裁決を行うなどの場合に

おいて、国税庁長官と国税不服審判所長

が意見を求めた事項の審議を行う国税審

査分科会、税理士試験の執行及び税理士

の懲戒処分などについての審議を行う税

理士分科会並びに酒類の表示基準の判定

などの審議を行う酒類分科会を置いてい

る。 

おって、各国税局・沖縄国税事務所に

は、相続税等に係る土地の価格に関して

調査審議する土地評価審議会がある。 

⑵ 平成30年度における主な機構改正 

イ 国際化への対応 

国際的な租税回避への対応について

は、近年、特に国内外の関心が高まっ

ており、徴収の分野においても、徴収

共助制度を活用するなど、国際的な徴

収回避に対応するため、関東信越及び

名古屋国税局徴収部特別国税徴収官に

国際税務専門官を各１人増設し、国際

的な徴収回避事案等に適切に対応する

ための体制を整備した。 

また、この他にも国際化への対応と

して、国際税務専門官を９人増設し、

体制整備を図った。 

ロ 審理体制の充実 

平成29年度税制改正により、申告納

税方式の間接国税に係る通告処分が廃

止され、新たに重加算税制度が創設さ
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れたことに伴い、重加算税事案の審理

にも対応するため、関東信越、東京及

び大阪国税局課税第二部消費税課に審

理専門官を各１人新設し、間接諸税の

審理体制の強化を図った。 

また、この他にも審理体制の充実の

ため、審理専門官を２人新設・増設し、

体制整備を図った。 

ハ 調査・徴収事務の複雑化等への対応 

  近年、調査・徴収事務の複雑・困難

化が進んでおり、部局横断的な対応が

求められるため、東京国税局課税第一

部に次長を増設し、次長２人体制とす

ることで、管理体制の充実・強化を図

った。 

   消費税調査について、課税部全体の

取組方針などを共有し、部局横断的な

消費税関係の調査体制を強化するため、

東京及び大阪国税局課税第一部に統括

国税実査官を増設し、消費税の不正還

付等に係る調査体制の強化を図った。 

   東京国税局特別整理部門において接

触効率の悪い遠隔地事案の効果的・効

率的な滞納整理を実施するため、東京

国税局徴収部に特別機動国税徴収官を

新設し、滞納整理に向けた体制整備を

推進する観点から、国税局から遠隔地

の拠点に設置した。 

ニ その他 

   日本産酒類の振興に係る施策（シン

ポジウム等）などの時宜を捉えた各種

支援について、各地方自治体などと連

携して行っていくため、広島国税局課

税第二部に酒類業調整官を増設し、酒

類産業振興の取組等を推進していくた

めの体制整備を図った。 

２ 定員 

⑴ 概要 

平成30年度における国税庁職員の定員

は、５万5,724人である。組織別では、各

国税局・沖縄国税事務所及び税務署に全

体の96.8％に当たる５万3,945人が配置さ

れ、国税庁本庁984人（構成比1.8％）、税

務大学校324人（同0.6％）、国税不服審判

所471人（同0.8％）となっている。 

職員の事務別配置状況については、全

職員の63.4％が所得税、法人税、消費税

等の賦課事務に、20.6％が国税債権の管

理・徴収事務に従事し、残り16.0％は総

務事務等に従事している。 

⑵ 平成30年度における定員の増減 

平成30年度予算においては、税制改正に

伴う執行体制の整備等のため、1,061人の

定員増が認められた。一方で「国の行政機

関の機構・定員管理に関する方針」（平成

26年７月25日閣議決定）等に基づく定員合

理化数が△1,054人であることから、国税

庁の定員は、７人の純増となった。 

また、別途、障害者雇用の推進のため

の定員50人の増員が認められた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 89 - 

表30 機構改正主要事項一覧表 

   （平成30年７月改正分） 

 機 構 名 設置数 備   考 

国 税 局 

国 際 税 務 専 門 官 

 

 

 

 

 

審 理 専 門 官 

 

 

 

次 長 

統 括 国 税 実 査 官 

特 別 機 動 国 税 徴 収 官 

酒 類 業 調 整 官 

11 

 

 

 

 

 

５ 

 

 

 

１ 

２ 

４ 

１ 

課税第一部課税総括課（福岡） 

課税第一部統括国税実査官（関東

信越１、東京２） 

徴収部特別国税徴収官（関東信越

１、名古屋１） 

調査第一部国際調査課（東京５） 

課税第一部審理官（福岡） 

課税第二部消費税課（関東信越

１、東京１、大阪１） 

徴収部徴収課（東京） 

課税第一部（東京） 

課税第一部（東京１、大阪１） 

徴収部（東京４） 

課税第二部（広島） 

 

第２節 任用及び採用試験 

 

１ 任用 

⑴ 平成30年度の定期異動は、平成30年７

月10日付で行った。異動に当たっては適

材を適所に配置し、行政組織の効率を最

大限に発揮させるという基本方針の下で、

職員個々の身上等にも配意の上実施した。 

⑵ 平成30年度の定期異動数は、次のとお

りである。 

指定官職 2,707人 

その他の職員 17,729人 

なお、その他の職員の各国税局・沖縄

国税事務所の異動数は、次のとおりであ

る。 

札幌国税局 753人 

仙台国税局 949人 

関東信越国税局 1,951人 

東京国税局 5,391人 

金沢国税局 507人 

名古屋国税局 1,894人 

大阪国税局 2,838人 

広島国税局 1,069人 

高松国税局 562人 

福岡国税局 891人 

熊本国税局  691人 

沖縄国税事務所 233人 

合   計 17,729人 

２ 採用試験 

⑴ 総合職試験 

平成30年度国家公務員採用総合職試験

合格者等に対して面接を実施し、平成31

年４月１日付で12人を採用した。 

なお、試験区分別採用者数は、次のと

おりである。 

院卒（行政）      ２人 
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院卒（工学）      １人 

院卒（農業科学・水産） ２人 

院卒（森林・自然環境） １人 

大卒（法律）      ３人 

大卒（経済）      １人 

大卒（工学）      １人 

大卒（農業科学・水産） １人 

合   計       12人 

⑵ 国税専門官試験 

平成30年度国税専門官採用試験は、第

１次試験が平成30年６月10日に、第２次

試験が７月11日から７月19日のうち指定

する日にそれぞれ実施され、その最終合

格者及び前年度合格者の中から平成31年

４月１日付で1,158人（内女性328人）を

採用した。 

なお、試験の実施状況等は、次のとお

りである。 

受験申込者数 15,884人 

１次合格者数 6,075人 

最終合格者数 3,479人 

採 用 者 数 1,158人 

国税局採用者数（局別内訳） 

札幌国税局 31人 

仙台国税局 49人 

関東信越国税局 120人 

東京国税局 378人 

金沢国税局 24人 

名古屋国税局 130人 

大阪国税局 190人 

広島国税局 54人 

高松国税局 34人 

福岡国税局 71人 

熊本国税局 56人 

沖縄国税事務所 21人 

⑶ 税務職員採用試験 

平成30年度税務職員採用試験は、第１

次試験が平成30年９月２日に、第２次試

験が平成30年10月10日から10月19日のう

ち指定する日にそれぞれ実施され、その

最終合格者の中から平成31年４月１日付

で765人（内女性300人）を採用した。 

なお、試験の実施状況等は、次のとお

りである。 

受験申込者数 8,011人 

１次合格者数 2,630人 

最終合格者数 1,496人 

採 用 者 数 765人 

⑷ 国税庁経験者採用試験（国税調査官

級） 

 職員の年齢構成の変化への対応策の一

つとして、大学等を卒業した日又は大学

院の課程等を修了した日のうち最も古い

日から起算して８年を経過した者を対象

にした平成30年度国税庁経験者採用試験

（国税調査官級）を実施した。 

国税庁経験者採用試験（国税調査官

級）は、第１次試験が平成30年９月30日

に、第２次試験が平成30年11月３日、４

日、10日又は11日のうち指定する日に、

第３次試験が平成30年12月10日又は11日

のうち指定する日にそれぞれ実施され、

その最終合格者の中から平成31年４月１

日付で209人（内女性46人）を採用した。 

⑸ 障害者選考試験 

  「公務部門における障害者雇用に関す

る基本方針（平成30年10月23日公務部門

における障害者雇用に関する関係閣僚会

議）」において、人事院が能力実証等の一

部を統一的に行う障害者を対象とした選

考試験を平成30年度より導入することと

された。 

平成30年度障害者選考試験は、第１次

試験が平成31年２月３日に、第２次試験
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が２月27日から３月13日のうち指定する

日にそれぞれ実施され、令和元年度に90

人（内女性14人）を採用した。 

 

第３節 給与及び福利厚生 

 

１ 給与 

⑴ 人事院勧告及び給与法改正 

人事院は、平成30年８月10日、国会及

び内閣に対し、一般職職員の給与の改定

に関する勧告を行った。本年の勧告では、

民間給与との均衡を図る観点から、若年

層に重点を置いた俸給表の水準の引上げ

及び勤勉手当の引上げ等が勧告された。 

その後、平成30年11月６日の閣議で、

勧告どおり給与改定を行うことが決定さ

れ、平成30年11月28日に給与法が改正さ

れた（一部は平成31年４月１日から実施）。 

⑵ 級別定数 

職員構成及び職務の実態を踏まえ、関

係当局に対し給与等の改善を要望するな

ど、職員の処遇の維持・改善に努めた。 

なお、平成30年度における級別定数

（税務職）は表31のとおりである。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表31 級別定数（税務職） 

（単位：人） 

10級 3 

９級 125 

８級 570 

７級 1,690 

６級 12,297 

５級 13,461 

４級 9,137 

３級 5,322 

２級 5,314 

１級 6,216 

計 54,135 

 

２ 福利厚生 

明るく健康で能率的な職場づくりを目指

して、職員の健康を保持増進するための福

利厚生施策を推進し、共済組合事業を適切

に運営した。 

⑴  福利厚生施策 

イ 職員の健康の保持増進を図るため、

各種健康診断及びその結果に基づく保

健指導を実施し、生活習慣病対策の充

実を図った。 

ロ 心の健康づくりについては、①専門

医等による相談体制や職場復帰支援体

制の整備、②知識の普及と正しい理解

のための健康教育等の計画的な実施、

③平成27年12月の人事院規則改正によ

り導入されたストレスチェック制度の

円滑な実施を通じて、その充実に努め

た。 

ハ 職員の在職中から退職後にわたる人

生をより充実したものとするため、必

要な情報提供を行い、職員自らが生活

設計を行うことを支援した。 
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⑵ 共済組合事業 

共済組合では、組合員及びその被扶養

者の生活の安定と福祉の向上のため、短

期給付事業のほか、医療、貸付、各種保

険の取扱い等の福祉事業を行った。 

３ 公務員宿舎 

職員の職務の能率的な遂行を確保するた

め、必要な宿舎について、適正な貸与を行

った。 

 

第４節 国税庁特定事業主行動計画 

 

１ 概要 

⑴ 安心子育て応援プラン 

平成15年７月に制定された「次世代育

成支援対策推進法」の基本理念の趣旨に

基づき、子育てと仕事の両立の推進とい

う視点に立った職場環境を整備するため、

「国税庁特定事業主行動計画」を策定し、

平成17年４月１日から実施した。 

また、平成20年４月には計画の見直し

を行うとともに、「安心子育て応援プラン」

という愛称を付与した。 

⑵ 第Ⅱ期安心子育て応援プラン 

平成22年３月31日で当初の５年の計画

期間の満了を迎え、これまでの各種取組

の実施状況、職員の意見、両立支援を巡

る環境の変化などを踏まえ、平成22年４

月１日から平成27年３月31日までを計画

期間とする「第Ⅱ期安心子育て応援プラ

ン」を策定・公表し、実施した。 

 ⑶ 第Ⅲ期安心子育て応援プラン 

   平成27年３月、これまで10年間の取組

状況のほか「財務省女性職員活躍とワー

クライフバランス推進のための取組計画」

を踏まえ、平成27年４月１日から令和３

年３月31日までを対象期間とする「第Ⅲ

期安心子育て応援プラン」を策定・公表

し、実施している。 

２ 具体的な両立支援に対する主な取組 

両立支援に対する取組（①両立支援制度

の周知徹底、働き方等の意識改革、②ワー

クライフバランス推進強化月間、③各種相

談体制の充実、④人事上の配慮等、⑤男性

職員の家庭生活への関わり推進、⑥事務計

画・事務分担の見直し等、⑦休暇制度等に

関する関係機関への働き掛け、⑧研修参加

の際の配慮、⑨超過勤務の縮減、⑩年次休

暇の取得促進、⑪保育施設等に関する情報

提供等、⑫テレワークの拡大・推進、⑬人

事評価への反映、⑭ワークライフバランス

推進に資する取組等の表彰）を実施し、男

女を問わず全ての職員がワークライフバラ

ンスを確保し、職員が気兼ねなく必要な両

立支援制度を利用できる職場環境の醸成に

努めた。 

 

第５節 規律 

 

１ 服務 

職員の服務に関しては、服務規律に対す

る職員の自覚を高め、綱紀の保持に努める

とともに、非行者に対しては厳正に対処し

ている。 

また、非行を行った職員はもとより、指

導監督が不十分であったため非行を未然に

防止できなかった監督者に対しても厳正に

対処しており、平成30年中47人（前年53人）

に対して懲戒処分を行った。 

２ 監察 

職員の非行の未然防止、早期発見及び的

確な処理により、綱紀を厳正に保持し、も

って公正な税務行政の運営に資するため、

次の事項に重点を置いて監察官事務を実施
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した。 

⑴ 組織的な非行予防体制の確立 

非行の根絶に向け、監察官及び国税

局・税務署の幹部が講師となって重畳的

に予防講話を実施したほか、監察官の巡

察に際して、幹部職員に部下職員に対す

る指導監督や風通しの良い職場環境の醸

成の重要性を認識させ、的確な身上把握

や事務管理の徹底について指導するとと

もに、幅広く職員動向の把握に努め、国

税庁及び国税局・税務署が一体となった

組織的な非行予防体制の確立に努めた。 

⑵ 非行早期発見のための資料情報収集 

資料情報の収集は、非行の早期発見の

みならず、非行の防止策としても重要で

あることから、効果的な資料情報の収集

を行うとともに、目的に応じた戦略的な

資料情報の収集に努めた。 

⑶ 非行事案の厳正・迅速な処理 

非行事案の真相解明に当たっては、厳

正かつ迅速な事務処理に努めた。 

 

第６節 事務の管理・企画 

 

１ 行政サービスのデジタル化の推進 

  税務行政を取り巻く環境は、経済取引の

複雑化・広域化や経済社会の国際化・高度

情報化の急速な進展に伴い、事務が複雑・

困難化するなど、大きく変化しており、引

き続き国税庁の使命を果たしていくために

は、納税者サービスの充実、適正かつ公平

な課税及び徴収の実現に向けて、ICT及びデ

ータの一層の活用が重要となっている。 

こうした状況の下、国民・事業者の利便

性向上に重点を置き、行政の在り方そのも

のをデジタル前提で見直す、デジタル・ガ

バメントの実現に向けた政府方針として

「デジタル・ガバメント実行計画」が平成

30年１月にeガバメント閣僚会議で決定され

た(※)。これを踏まえ、財務省としての中長

期的な取組を記載した「財務省デジタル・

ガバメント中長期計画」が平成30年６月に

策定（令和元年６月改定）された。 

(※)  平成30年７月にデジタル・ガバメント閣

僚会議決定 

国税庁では、政府方針等に基づき、シス

テム改革及び利用者負担の軽減や行政運営

の効率化・高度化に向けた事務の見直しを

図る取組を実施した。 

⑴ 国税総合管理（KSK）システム 

KSKシステムは、地域や税目を越えた情

報の一元的な管理により、税務行政の根

幹となる各種事務処理の高度化・効率化

を図るために導入したコンピュータシス

テムである。 

平成30年度においては、納税者サービ

スの充実として、自宅等において納付に

必要な情報（税目や税額など）をいわゆ

る「QR コード」として出力することによ

るコンビニ納付を可能とするためのシス

テム改修を行った。 

⑵ 国税電子申告・納税システム（e-Tax）

の運用 

国税電子申告・納税システム（e-Tax）

は、国税に関する申告、申請・届出等及

び納税の手続について、インターネット

等を利用して電子的に行うことができる

システムである。 

国税庁は、政府全体として進めている

電子政府の構築に向けた取組の一環とし

て、納税者の利便性向上と税務行政の効

率化を図る観点から、e-Taxの全国での運

用を平成16年６月に開始した。 

e-Taxの利用状況については、表32のと
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おりであった。 

 

表32     e-Taxの利用状況 

① マイナンバーカードの普及割合等に左右

される国税申告２手続 

（単位：千件） 

年 度 平成29年度 平成30年度 

利 用 件 数 11,175 12,243 

利 用 率 55.1％ 58.5％ 

 

② 上記以外の国税申告４手続 

（単位：千件） 

年 度 平成29年度 平成30年度 

利 用 件 数 3,873 4,046 

利 用 率 80.0％ 82.9％ 

 

③ 申請・届出等９手続 

（単位：千件） 

年 度 平成29年度 平成30年度 

利 用 件 数 9,669 9,268 

利 用 率 77.4％ 76.9％ 

 

⑶ システムの安定性・信頼性と情報セキ

ュリティの確保 

国税関係業務は、国民の権利義務と密

接に関わっており、そのシステムに障害

が発生した場合、国民に多大な影響を与

えるとともに、税務行政に対する信頼を

損なうことになりかねないことから、機

器を定期的に更新する等、システムの安

定的な運用を図っている。また、情報セ

キュリティの観点からは、国税庁が保

有・蓄積する大量の納税者情報の漏えい

等を防止するため、業務用パソコンをイ

ンターネットから物理的に分離している

ほか、情報セキュリティに関する監査や

研修を定期的に実施するなどの取組を進

めている。 

２ 事務の監察 

国税庁の所掌事務について、事務運営の

現状を把握するとともに、その問題点及び

改善策を検討し、税務行政の効率的かつ円

滑な運営に資することを目的として事務の

監察を実施している。 

⑴ 長官特命特別監督 

長官特命特別監督は、国税庁長官の命

を受け、特定の事項に限定して、国税庁

の事務運営等を機動的に検討することを

目的として実施している。 

平成30事務年度は、「署の相談・窓口事

務の現状と課題」をテーマとし、税務署

における相談・窓口業務の効率化を図る

観点から、電話や窓口における納税者対

応の状況を検証し、納税者利便に配意し

つつ、円滑な相談・窓口業務とするため

の具体的な方策を検討することを目的と

して事務監察を実施した。 

⑵ 長官特命特別監督以外の事務の監察 

国税庁の事務運営等を客観的見地から

検討するため、一般監督を実施している。 

平成30事務年度は、前事務年度に引き

続き行政文書等の管理の徹底を図ること

を目的に「行政文書等の管理状況等」な

どをテーマとして一般監督を実施した。 

 ⑶ 行政文書等の事務監察 

国税庁における行政文書等の管理・取

扱いの状況について、訓令等に従って適

切に実施されているかを確認し、「国税庁

行政文書管理規則」（平成23年国税庁訓令

第１号）に定める総括文書管理者等に行

政文書等の管理状況の事務監察の結果を

報告した。 

３ 提案制度 

⑴ 概要 

提案制度は、職員それぞれによる日常



- 95 - 

の職務及び職場の改善を通じて、税務行

政に対する国民の理解と信頼が得られる

よう、行政文書、電子データ、個人情報

等の厳正な管理及び職務を遂行するに当

たっての法令遵守の徹底など適正な事務

の管理を図るほか、職員の職務への積極

的な参加意識の醸成、職員の能力向上及

び事務の効率化を図り、より効率的な税

務行政を推進するとともに、納税者利便

の向上及び職員の働きやすい職場環境の

整備を図ることを目的として設けられて

いる。 

本制度は、昭和25年に「献策制度」と

して発足し、昭和38年には、「提案制度」

と改称するとともに、提案方法、審査方

法及び報賞規定を改定している。その後

数次の改正を経ながら、税務行政の効率

的運営を図る施策の一つとして定着して

いるところである。 

⑵ 提案の応募・入賞の状況 

平成30年度に各国税局・沖縄国税事務

所が受理した提案件数は、9,443件であっ

た。 

また、応募された提案のうち、197件が

国税庁に進達され、国税庁長官の諮問に

より、提案審査委員会（委員長 国税庁

次長）が審査を行い、47件の入賞提案を

決定した（優秀１件、佳作46件）。 

なお、提案審査委員会は、提案を実施

した場合に期待できる効果、努力・研究

の程度などを総合的に審査し、入賞提案

を決定している。 

(注) 付表第49表「提案受理件数及び国税

庁入賞件数」参照。 

 

 

 

第７節 会計 

 

１ 予算 

⑴ 概要 

「平成30年度予算編成の基本方針」（平

成29年12月８日閣議決定）において、「我

が国財政の厳しい状況を踏まえ、引き続

き歳出全般にわたり、聖域なき徹底した

見直しを推進する」こと等が示された。

この基本方針に基づき、国税庁関係予算

については、経済取引の複雑化・国際化、

ＩＣＴ化の進展など、税務行政を取り巻

く環境の変化に適切に対応し、適正・公

平な賦課及び徴収を実現するために必要

な経費が措置された。 

特に、KSKシステム及びe-Taxの運用経

費、税制改正に対応するための経費が措

置された。 

予算の執行に当たっては、次の事項に

重点を置いた事務の運営を行い経費の効

率的な使用に努めた。 

イ 事務の合理化・効率化の推進 

厳しい定員事情の下で、税務行政の

適正な執行を確保するため、事務処理

のＩＣＴ化を一層推進するとともに電

子政府の実現に向けて、KSKシステム、

国税庁情報ネットワークの運用を行っ

た。 

また、税務署等における内部事務の

効率化による調査・徴収事務の充実を

図るため非常勤職員の積極的な活用に

努めた。 

ロ 納税者利便向上 

e-Taxの普及及び定着に向けた各種施

策を実施するとともに、e-Taxの運用を

行った。 

さらに、電話による税務相談事務の
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効率化・合理化を図るため、前年度に

引き続き、各国税局・沖縄国税事務所

で電話相談を集中的に処理する電話相

談センターの運用を行った。 

ハ 国際化への対応 

近年における経済取引の国際化に対

応するため、本邦企業の海外支店等調

査の推進及び国際課税問題等について

各国税務当局との協議を行った。 

また、前年度に引き続き、外資系企

業の財務情報等の収集、海外取引研修

等を実施した。 

ニ 職場環境の改善 

職員の健康管理の充実を図るため、

総合健康診断の充実、診療所備品の整

備等を行ったほか、庁舎・宿舎の補修

に必要な経費を確保する等、職場環境

の改善を図った。 

ホ 税制改正への対応 

国際観光旅客税の創設、輸出物品販

売場免税手続の電子化、コンビニ納付

の利用手段の拡充などの税制改正を踏

まえた執行を行うために必要なシステ

ムの開発等を行った。 

ヘ 社会保障・税番号制度への対応 

法人番号の付番機関並びにマイナン

バー（個人番号）、法人番号の利活用機

関として、法人番号の指定・通知・公

表及び番号の利活用に係るシステムの

運用を行った。 

⑵ 予算の執行状況 

イ 予算 

国税庁関係の平成30年度一般会計当

初予算の総額は、7,026億4,699万円で

あったが前年度からの繰越額が19億

6,483万円あり、その後、人件費の減額

及び行政経費の増減額等を内容とする6

億9,027万円の減額補正が行われたため、

補正後の予算現額は、7,039億2,155万

円となった。 

 

 

 

表33 予 算 の 執 行 状 況 

【一般会計】 

区 分 

項 

当 初 歳 出 

予 算 額 
繰 越 額 

補 正 

増 △ 減 額 

流 用 等 

増 △ 減 額 

予 備 費 

使 用 額 

歳 出 予 算 

現 額 

支 出 済 

歳 出 額 

翌 年 度 

繰 越 額 
不 用 額 

 

 

 

（組織）国 税 庁 

 

（項）国 税 庁 共 通 費 

 

（項）税 務 業 務 費 

 

（項）国 税 庁 施 設 費 

 

（項）国 税 不 服 審 判 所 

 

（項）独立行政法人酒類総合研究所運営費 

  

 

計 

 

百万円 

 

 

 

560,139 

 

133,835 

 

2,797 

 

4,915 

 

961 

 

 

702,647 

 

 

百万円 

 

 

 

151 

 

0 

 

1,814 

 

0 

 

0 

 

 

1,965 

 

 

百万円 

 

 

 

△754  

 

△26 

 

165 

 

△75 

 

0 

 

 

△690 

 

 

百万円 

 

 

 

(±184) 

 

0 

 

0 

 

0 

 

0 

 

 

(±184) 

 

百万円 

 

 

 

0 

 

0 

 

0 

 

0 

 

0 

 

 

0 

 

 

百万円 

 

 

 

559,536 

 

133,809 

 

4,776 

 

4,840 

 

961 

 

 

703,922 

 

 

百万円 

 

 

 

551,958 

 

132,806 

 

2,689 

 

4,658 

 

961 

 

 

693,072 

 

百万円 

 

 

 

0 

 

0 

 

2,021 

 

0 

 

0 

 

 

2,021 

 

 

百万円 

 

 

 

7,578 

 

1,003 

 

66 

 

182 

 

0 

 

 

8,828 

（注） 各々の計数において百万円未満を四捨五入したため、計とは一致しないものがある。 
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ロ 決算 

平成30年度の執行状況は、表33のと

おりである。 

ハ 徴税コスト 

国税庁扱いの租税及び印紙収入100円

当たりの徴税コストは、表34のとおり

である。 

 

表34 徴税コスト 

区    分 平成29年度 平成30年度 

決    算 
円 

1.24 

円 

1.22 

 

 

２ 営繕 

⑴ 庁舎等建替関係 

平成30年度には、帯広税務署が入居する

合同庁舎が整備されたほか、武雄税務署

は武雄市からの要請を受け、同市が整備

した市役所庁舎に同居することとなった。 

⑵ 施設整備関係 

庁舎については、耐震改修、老朽化に

伴う受変電設備の更新や外壁改修等を実

施し、安全対策を行ったほか、空調設備

改修等を実施し、執務環境の改善を図っ

た。 

宿舎については、屋上防水等の改修を

実施し、安全対策を行ったほか、台所や

浴室、トイレ等の改修を実施し、職員の

生活環境の改善を図った。 
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第２章 特別の機関等 

 

第１節 国税不服審判所 

  

１ 概要 

⑴ 組織と機構 

国税不服審判所は、国税に関する法律

に基づく処分についての審査請求に対し

て裁決を行う機関であり、昭和45年５月

に国税の賦課徴収に当たる処分庁（国税

局、税務署等）から分離された国税庁の

附属機関（現在は「特別の機関」）として

設置された。 

本部は東京に置かれ、全国の主要都市

に12の支部と７の支所が置かれている。 

審査請求事件の調査・審理の中心とな

る国税審判官には、弁護士、税理士、公

認会計士、裁判官又は検察官の職にあっ

た者、税務に従事した経験豊富で適性を

有する職員等を任用している。これは、

国税審判官には、税務に関する専門的な

知識及び事実関係の調査能力とともに法

律的な素養が必要であることを考慮した

ものである。 

⑵ 審査請求の手続 

審査請求書が提出された後、審査請求

事件の調査・審理を行う担当審判官（１

名）及び参加審判官（２名以上）で構成

される合議体が編成される。合議体は、

審査請求人の正当な権利利益救済の観点

から、当事者の主張を十分聴取するなど、

充実した合議の下、適正・迅速に調査・

審理を行った上で議決し、この議決に基

づいて国税不服審判所長が裁決を行う。 

⑶ 事務運営 

国税不服審判所は、税務行政部内にお

ける公正な第三者的機関として、適正・

迅速な事件処理を通じて納税者の正当な

権利利益の救済を図るとともに、税務行

政の適正な運営の確保に資することを使

命としている。これらを達成するため、

次に掲げる事項を事務運営の基本方針と

している。 

イ 争点主義的運営 

ロ 合議の充実 

ハ 納得の得られる裁決書の作成 

２ 審査請求の状況 

平成30年度における審査請求事件の請求

件数は3,104件で、前年度（2,953件）に比

べて151件（5.1％）増加している（表35参

照）。 

また、税目別の構成割合をみると、申告

所得税等（復興特別所得税を含む。）事件が

33.4％、源泉所得税等（復興特別所得税を

含む。）事件が1.6％、法人税等（地方法人

税及び復興特別法人税を含む。）事件が

17.9％、相続税・贈与税事件が6.0％、消費

税等（地方消費税を含む。）事件が35.9％、

徴収関係事件が4.9％、その他の税目の事件

が0.3％となっている。 

表35     審査請求の状況 

区 分 
平成29年度 平成30年度 

請求件数 構成割合 請求件数 構成割合 

申 告 

所 得 税 等 

件 

910 

％ 

30.8 

件 

1,038 

％ 

33.4 

源 泉 

所 得 税 等 
94 3.2 49 1.6 

法 人 税 等 465 15.7 557 17.9 

相 続 税 ・ 

贈 与 税 
216 7.3 185 6.0 

消 費 税 等 1,106 37.5 1,114 35.9 

徴 収 関 係 135 4.6 153 4.9 

そ の 他 27 0.9 8 0.3 

合  計 2,953 100.0 3,104 100.0 

（注） 国税通則法に基づくもののほかに行政不服審査法に

基づく審査請求が含まれている。 
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３ 審査請求の処理状況 

平成30年度において処理した件数は、

2,923件で、前年度（2,475件）に比べて448

件（18.1％）増加している（表36参照）。 

また、処理態様別の構成割合をみると、

却下（審査請求期間の徒過等、審査請求の

形式的な要件が適法でないもの）が4.7％

（前年度7.5％）、棄却（納税者の主張が認

められなかったもの）が79.0％（前年度

74.3％）である。 

一方、全部認容及び一部認容（納税者の

主張が全部認められたもの及び一部認めら

れたもの）は7.4％（前年度8.2％）であり、

また、審査請求人が請求を取り下げたもの

が8.9％（前年度10.0％）となっている。 

なお、平成30年度末の未済件数は2,595件

であり、前年度末の未済件数（2,414件）に

比べて181件（7.5％）増加している。 

 

表36 審査請求の処理状況 

区 分 
平成29年度 平成30年度 

処理件数 構成割合 処理件数 構成割合 

取 下 げ 
件 

247 
％ 

10.0 
件 

261 
％ 

8.9 

却 下 186 7.5 136 4.7 

棄 却 1,840 74.3 2,310 79.0 

全部認容及
び一部認容 202 8.2 216 7.4 

変 更 － － － － 

合 計 2,475 100.0 2,923 100.0 

（注）１ 国税通則法に基づくもののほかに行政不服審査法

に基づく審査請求が含まれている。 

２ 四捨五入の関係上、各項目の計数の和が合計値と

一致しないことがある。 

 

４ 国税不服審判所長を行政庁とする訴訟 

裁決の取消しのみを求める訴訟は、平成

30年度当初の係属件数が１件であったとこ

ろ、当年度中は新たに提起されず、１件が

終結（取下げ）したため、年度末における

係属中の事件はない。 

また、課税処分等の取消し等を求める訴

訟に併せて裁決の取消しを求める訴訟は、

平成30年度当初の係属件数が４件であった

ところ、当年度中に新たに１件が提起され、

うち３件が終結（国側勝訴１件、不受理２

件）したため、年度末において２件が係属

している。 

なお、損害賠償を求めるものなど、裁決

の取消しを求める訴訟以外の訴訟は、平成

30年度当初の係属件数が１件であったとこ

ろ、当年度中は新たに提起されず、１件が

終結（国側勝訴）したため、年度末におけ

る係属中の事件はない。 

 

第２節 税務大学校 

 

１ 概要 

税務大学校は、国税庁の所掌事務に従事

するために必要な研修を行う機関であり、

本校のほか、全国12か所に地方研修所が置

かれている。 

税務大学校における研修は、高等学校あ

るいは大学等を卒業した新規採用者を納税

者から信頼される税務職員として育成する

とともに、現に第一線で働いている職員に

対し、税務行政を取り巻く環境の変化に即

応し得るよう、必要な研修を長期研修、短

期研修、通信研修等に区分し実施している。 

２ 長期研修 

長期研修は、職員の資質、能力の向上に

重点を置いて、長期間にわたり実施する研

修である。 

⑴ 新規採用者を対象とする研修 

イ 普通科 

普通科は、税務職員採用試験による

新規採用者に対して実施する研修であ

り、採用直後の４月から１年間、全寮
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制により３か所の地方研修所において

行っている。 

普通科の研修目的は、社会人として

の良識及び公務員としての自覚を身に

付けさせるとともに、税務職員として

必要な知識、技能等の基礎的事項を習

得させることにある。 

普通科の教育課程は、①基礎的な税

法知識・会計知識の習得のための税法

科目及び会計科目、職場配置後の実務

に必要となる実務的・実践的な知識及

び技能の習得のための実務科目等を中

心とした専門科目と、②基礎的な法

律・経済知識の習得のための法律・経

済科目等の一般科目に重点を置いて編

成している。 

平成30年度においては、普通科第78

期生752人が修了した。 

ロ 専門官基礎研修 

専門官基礎研修は、国税専門官採用

試験による新規採用者等に対して実施

する研修であり、４月から３か月間、

本校において行っている。 

専門官基礎研修の研修目的は、社会

人としての良識及び公務員としての自

覚を身に付けさせるとともに、税務職

員として必要な知識、技能等の基礎的

事項を習得させることにある。 

専門官基礎研修の教育課程は、所得

税法、法人税法等の税法科目及び会計

科目に重点を置いて編成している。 

平成30年度においては、専門官基礎

研修第48期生1,107人が修了した。 

ハ 社会人基礎研修 

社会人基礎研修は、経験者採用試験

による新規採用者に対して実施する研

修であり、４月から３か月間、地方研

修所において行っている。 

社会人基礎研修の研修目的は、公務

員としての自覚を身に付けさせるとと

もに、税務職員として必要な知識、技

能等の基礎的事項並びに調査、徴収事

務に関する基礎的知識及び技能を習得

させることにある。 

社会人基礎研修の教育課程は、所得

税法、法人税法等の各税法、実務にお

いて優先度・重要度の高い項目を習得

させる専攻税法及び会計科目に重点を

置いて編成している。 

平成30年度においては、社会人基礎

研修第２期生200人が修了した。 

⑵ その他の研修 

イ 中等科 

中等科は、普通科修了後３年間の実

務経験を経た者に対して実施する研修

であり、４月から３か月間、２か所の

地方研修所において行っている。 

中等科の研修目的は、調査・徴収事

務に必要な知識、技能を習得させるこ

とにある。 

中等科の教育課程は、税法科目に重

点を置いて編成している。 

平成30年度においては、中等科第５

期生338人が修了した。 

ロ 専攻税法研修 

専攻税法研修は、専門官基礎研修修

了後１年間の実務経験を経た者等に対

して実施する研修であり、８月から２

か月間、８か所の地方研修所において

行っている。 

専攻税法研修の研修目的は、調査、

徴収事務に関する基本的知識及び技能

を習得させることにある。 

専攻税法研修の教育課程は、税法科
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目及び実務科目により編成している。 

平成30年度においては、専攻税法研

修第９期生1,025人が修了した。 

ハ 本科 

本科は、原則として税務職員に採用

されてから５年以上を経過した者のう

ち、部内の選抜試験に合格した者に対

して実施する研修であり、７月から１

年間、本校において行っている。 

本科の研修目的は、真に専門官職に

ふさわしい知識、技能を習得させると

ともに、税務の中核として活躍できる

よう広い視野、高い識見、的確な判断

力等を身に付けさせることにあり、個

人課税班、資産課税班、法人課税班、

管理運営班及び徴収班の各専攻班に分

かれて実施している。 

本科の教育課程は、討議を主体とし

た税法科目及び会計科目に重点を置い

て編成している。 

平成30年度においては、個人課税班

78人、資産課税班30人、法人課税班134

人、管理運営班22人、徴収班29人、計

293人が本科第55期生として修了した。 

ニ 専科 

専科は、専門官基礎研修修了後３年

間の実務経験を経た者等に対して実施

する研修であり、８月から７か月間、

本校において行っている。 

専科の研修目的は、専門官職として

必要な知識、技能を習得させるととも

に、それにふさわしい広い視野、高い

識見、的確な判断力等を身に付けさせ

ることにあり、個人課税班、資産課税

班、法人課税班及び徴収班の各専攻班

に分かれて実施している。 

専科の教育課程は、討議を主体とし

た税法科目及び会計科目に重点を置い

て編成している。 

平成30年度においては、個人課税班

267人、資産課税班98人、法人課税班

435人、徴収班105人、計905人が専科第

45期生として修了した。 

ホ 国際科 

国際科は、国際租税セミナー基礎コ

ース（平成24年度に廃止）又は通信研

修国際課税Ⅱ修了後の経験年数が２年

以上の者のうち、部内の選抜試験に合

格した者に対して実施する研修であり、

８月から５か月間、本校において行っ

ている。 

国際科の研修目的は、国際課税の重

要かつ高度な職務に必要な知識を習得

させることにある。 

国際科の教育課程は、国際課税制度、

海外取引調査法、国際課税の執行及び

国際取引実務に関する高度な専門的知

識の習得に重点を置いて編成している。 

平成30年度においては、国際科第40

期生100人が修了した。 

ヘ 専攻科 

専攻科は、通信研修審理Ⅱ修了後の

経験年数が２年以上の者のうち、部内

の選抜試験に合格した者に対して実施

する研修であり、９月から４か月間、

本校において行っている。 

専攻科の研修目的は、審理等の重要

かつ高度な職務に必要な知識等を習得

させることにある。 

専攻科の教育課程は、①実践的な税

法解釈・適用能力及び審理の局面にお

ける諸課題への対応策や施策等の企画

立案能力の養成並びに審理機能・争訟

対応機能に関する実務能力の向上、②
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先端的経済取引等の税法周辺の実務知

識の習得に重点を置いて編成している。 

平成30年度においては、専攻科第12

期生100人が修了した。 

ト 研究科 

研究科は、本科又は専科の修了者等

の中から研究員として選定された者に

対して実施する研修であり、４月から

１年３か月間、本校において行ってい

る。 

研究科の研修目的は、研究活動を通

じ、税務に関する高度な専門的理論を

習得させることにある。 

研究科の教育課程は、研究員にそれ

ぞれ税務に関する理論又は税務行政上

の諸問題の中から選定した課題を研究

させ、大学教授、本校教授等の指導の

下に、その研究成果を論文にまとめて

発表させることにより、高度な専門的

理論を習得させるよう編成している。 

また、その研究活動に資するため、

研究員を東京大学、一橋大学及び神戸

大学大学院に聴講生として、並びに一

橋大学大学院、早稲田大学大学院、京

都大学大学院、神戸大学大学院及び大

阪大学大学院に博士前期（修士）課程

受講者として派遣した。 

平成30年度においては、研究科第54

期生24人が修了した。 

チ 評価特別研修 

評価特別研修は、資産課税事務又は

徴収事務を担当する者のうち、部内経

験年数が11年以上（国税専門官採用試

験採用者は７年以上）の者の中から選

定された者に対して実施する研修であ

り、８月から５か月間、本校において

行っている。 

評価特別研修の研修目的は、不動産

その他財産の評価の高度な職務に必要

な知識等を習得させることにある。 

評価特別研修の教育課程は、不動産

その他財産の評価手法に関する専門的

知識及び評価に必要な法令等の習得に

重点を置いて編成している。 

平成30年度は、評価特別研修第６期

生20人が修了した。 

リ 酒税行政研修 

酒税行政研修は、酒税行政事務を担 

当する者のうち、部内経験年数が６年

以上、かつ、酒税行政事務の経験年数

が２年以上の者の中から選定された者

に対して実施する研修であり、１月か

ら５か月間、本校において行っている。 

酒税行政研修の研修目的は、酒税行

政事務の高度な職務に必要な知識等を

習得させることにある。 

酒税行政研修の教育課程は、①酒税

行政事務に関する専門的知識及び技能

等の習得並びに②酒税行政が直面する

諸課題について適切な対応策を企画立

案できるような実践力の養成に重点を

置いて編成している。 

平成30年度は、酒税行政研修第６期

生15人が修了した。 

ヌ 税務理論研修 

税務理論研修は、国家公務員採用総

合職試験により採用されて約３年の実

務経験を経た者に対して実施する研修

であり、４月から３か月間、本校にお

いて行っている。 

税務理論研修の研修目的は、税法等

について、幅広くかつ高度な知識を習

得させ、税務行政の企画・立案能力の

向上を図ることにある。 
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税務理論研修の教育課程は、①租税

法の基礎理論等の習得並びに高度な税

法解釈及び適用能力の養成、②危機管

理等に関する基本的知識の習得に重点

を置いて編成している。 

平成30年度においては、税務理論研

修第37回生８人が修了した。 

３ 短期研修 

短期研修は、職場研修と併せた総合的視

野に立ち、実務面からの研修ニーズを踏ま

え、それぞれの職務の遂行に必要な知識、

技能等を効率的に習得させることを目的と

して、本校及び地方研修所において実施し

ている。 

⑴ 本校短期研修 

本校における短期研修は、主として国

税局の職員に対して、専門事務を円滑か

つ効率的に遂行し、又は税務署の職員を

指導していく上で要請される高度な知識

及び技能を習得させることを目的として

実施している。 

平成30年度においては、29コースで

2,411人が受講した。 

⑵ 地方短期研修 

地方研修所における短期研修は、原則

として統一された実施方針により、主と

して税務署の職員の能力、資質の向上を

図ることを目的として、審理（特別）研

修を実施している。 

平成30年度においては、456人が受講し

た。 

４ 通信研修 

通信研修は、職員の自学自習を助け、自

らの研さんによって税務の執行に必要な知

識を習得させることを目的として、会計学、

税務会計、国際課税Ⅰ・Ⅱ、審理Ⅰ・Ⅱ、

窓口英語Ⅰ・Ⅱ、韓国語Ⅰ及び中国語Ⅰを

実施している。 

平成30年度においては、2,403人が修了し

た。 

 

表37    税務大学校の研修人員 

  （単位：人） 

研修の種類 平成29年度 平成30年度 

普 通 科 752 752 

専門官基礎研修 1,042 1,107 

社会人基礎研修 182 200 

中 等 科 155 338 

専攻税法研修 1,124 1,025 

本 科 297 293 

専 科 987 905 

国  際  科 98 100 

専  攻  科 100 100 

研 究 科 24 24 

評価特別研修 20 20 

酒税行政研修 20 15 

税務理論研修 9 8 

本校短期研修 2,284 2,411 

地方短期研修 401 456 

通 信 研 修 2,469 2,403 

（注）研修人員は修了者を示す。  

 

５ その他 

税務大学校では、税務に関する学術的な研

究等を行っているほか、政府開発援助（ODA）

の一環として、独立行政法人国際協力機構

（JICA）等の枠組みの下、アジアを中心とし

た開発途上国の税務職員等を対象とした研修

において、講義等も実施している。 

また、租税に対する知識の普及等に寄与

することを目的として、平成６年度から、

広く一般の方々を対象とした公開講座を実

施している。 

平成30年度においても「税を考える週間」

に合わせ、11月13日～15日、合計６講座を

実施した。 
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第３節 国税審議会 

 

１ 概要 

平成13年１月６日の中央省庁等改革に伴

い、従来の国税審査会、税理士審査会及び

中央酒類審議会が統合され、財務省設置法

第21条の規定に基づき国税審議会が設置さ

れた。 

国税審議会は、20人以内の委員で組織さ

れ、その分科会として、国税審査分科会、

税理士分科会及び酒類分科会が置かれてい

る。また、税理士分科会には、試験委員及

び懲戒審査委員が置かれている。 

なお、国税審議会の庶務は、国税庁長官

官房総務課及び人事課並びに課税部酒税課

で行っている。 

２ 所掌事務 

国税審議会の所掌事務は、次のとおりで

ある。 

⑴ 国税不服審判所長が国税庁長官通達と

異なる法令解釈により裁決を行う場合等

で、国税庁長官が国税不服審判所長の意

見を相当と認めない場合等における審議

（国税通則法第99条） 

⑵ 税理士試験の受験資格の認定、試験科

目の一部免除の認定、税務職員にかかる

研修の指定及び執行（税理士法第５条、

第７条、第８条、第12条） 

⑶ 税理士の懲戒処分等の審議（税理士法

第47条） 

⑷ 酒税の保全のため、酒類業者に対し命

令を発する場合の審議、公正な取引の基

準、酒類の製法・品質等の表示の基準又

は重要基準を定めようとするときの審議

（酒税の保全及び酒類業組合等に関する

法律第85条、第86条の８） 

⑸ ①酒類業者における酒類の製造（又は

輸送）に係るエネルギーの使用の合理化

の状況が著しく不十分である場合におけ

る指示（又は勧告）後、②酒類業者が酒

類容器の分別回収に関する表示事項を表

示しない等の場合における勧告後、③酒

類小売業者の容器包装廃棄物の排出抑制

の促進の状況が著しく不十分である場合

における勧告後の命令にあたり意見を述

べること（エネルギーの使用の合理化等

に関する法律第17条第５項、第28条第５

項、第39条第５項、第112条第３項及び第

116条第３項、資源の有効な利用の促進に

関する法律第25条第３項、容器包装に係

る分別収集及び再商品化の促進等に関す

る法律第７条の７第３項） 

なお、国税審査分科会は⑴、税理士分科

会は⑵及び⑶、酒類分科会は⑷及び⑸の事

務を所掌している。 

３ 委員 

委員及び臨時委員は、学識経験のある者

のうちから、財務大臣が任命する。 

委員のうち、試験委員は税理士試験の問

題の作成及び採点を行うについて必要な実

務経験のある者及び学識経験のある者のう

ちから、また、懲戒審査委員は税理士に対

する懲戒処分の審査を行うについて必要な

実務経験のある者及び学識経験のある者の

うちから、審議会の推薦に基づき、財務大

臣が任命する。 

令和元年６月30日現在の審議会委員は、

次のとおりである（敬称略）。 

会  長 田近 栄治 

会長代理 山田  洋 

委  員 秋葉 賢一  五十嵐 文 

石田  千  遠藤みどり 

小川 令持  鹿取みゆき 

川北  力  神津 信一 
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小関 卓也  佐藤 英明 

篠原 成行  手島麻記子 

中空 麻奈  中村 豊明 

廣重 美希  三村優美子  

吉村 典久  渡辺  哲 

４ 国税審議会の開催状況 

平成30年７月１日から令和元年６月30日

までの国税審議会の開催状況は次のとおり。 

本会 

平成31年３月13日開催（第20回） 

 国税審査分科会 

  平成31年３月13日開催（第12回） 

税理士分科会 

平成30年12月６日開催（第86回） 

平成30年12月20日開催（第87回） 

平成31年３月13日開催（第88回） 

令和元年５月23日開催（第89回） 

令和元年５月31日開催（第90回） 

 酒類分科会 

  平成31年３月13日開催（第20回） 

 地理的表示部会 

  平成31年３月13日開催（第２回） 

５ 税理士試験 

平成30年度（第68回）税理士試験 

平成30年８月７日から８月９日まで実施

し、同年12月14日に合格者を発表した。 

その結果は、次のとおりである。 

受験申込者数 38,525人 

受験者数 30,850人 

合格者数 672人 

一部科目合格者数 4,044人 

 

第４節 土地評価審議会 

 

１ 概要 

土地評価審議会は、相続税法第26条の２

の規定に基づき各国税局・沖縄国税事務所

に設置されている。 

土地評価審議会は、関係行政機関の職員、

地方公共団体の職員及び土地評価に関する

学識経験者を委員として構成され、相続税、

贈与税及び地価税の土地等の評価に関して

国税局長・沖縄国税事務所長が意見を求め

た事項について調査審議することとされて

いる。 

また、国税局長・沖縄国税事務所長は、

農業投資価格を決定する場合も、土地評価

審議会の意見を聴くこととされている。 

２ 審議の状況 

令和元年分の都道府県における土地の用

途別の主要な標準地の路線価等について、

各国税局・沖縄国税事務所において、令和

元年５月に審議された。 
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